「個別報告」老後生活安心トータルプラン by 尾川 宏豪

































































































































20 歳以上の全国男女（有効回答 835 人）を対象とした「自身の終活に関す






































ています。先ほどの樋口先生のお話でも、① disclosure model、② advisory 





































































































































































































































































































































































































































































































































医療：患者と医師との共同作業による事前指示 －advanced care planning







































































































































































































































































還暦式 緑寿式 古希式 喜寿式
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21
☆
還暦式
第１回
協賛企業主催：繍活発展プログラム（趣味・学習・文化・介護・相続遺言等）開催期間
第2回 第3回 第4回
キック
オフ
成人式
引継会
敬老日
幹事会 幹事会幹事会 幹事会引継会
自治体主催：繍活基本プログラム（防犯・防災・医療・介護・年金・税金等）受講期間
夏旅行 忘年会文化祭 花見会
認知症検査受診期間・人間ドック受診期間
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４．繍活プロジェクト
参加のインセンティブ －繍活ポイントと健康ポイント・地域ポイントと連携
22
伝書鳩 ポイント数
１年以内 ○○○○○○
２年以内 ○○○○○
３年以内 ○○○○○
４年以内 ○○○○
５年以内 ○○○○
６年以内 ○○○○
７年以内 ○○○○
８年以内 ○○○○
９年以内 ○○○○
１０年以内 ○○○○
１５年以内 ○○○
２０年以内 ○○
２０年超 ○
同期桜 ポイント数
シルバー教室 ○○○○○
見守り・生活支援 ○○○○○
市民後見 ○○○○○○
一時保育 ○○○○
語り部講座 ○○○
工芸・料理教室 ○○
点字・手話通訳 ○○○○○
知的障害者向け各種支援 ○○○○○○
精神障害者向け各種支援 ○○○○○○
道路・公園清掃・街路樹手入れ ○○
住宅補修・庭の手入れ ○○
ペットの飼育 ○
その他各種ボランティア ○
繍活ポイントは永久不滅ポイントとし、家族の利用も可能。地域内では法定通貨として流通。
早期の繍活促進・地域社会問題への取組みの観点から、ポイント付与には差を設ける。
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プロジェクト
支援
情報連携
協賛依頼マーケティング
自治体が登録
（次世代民生委員）
自治体推薦・
活動サポート
４．繍活プロジェクト
プロジェクトの運営体制 －カギを握る繍活アドバイザー
23
繍活参加者
協賛企業・地元企業
自治体
事務局
JLSA
同期参加者
登録繍活
アドバイザー
アドバイス
カウンセリング
士業専門職金融機関医療介護
各種相談
かかりつけ
医の登録等
情報連携
（222）
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時間
コスト
４．繍活プロジェクト
ソーシャルインパクト －コスト圧縮効果の検証
24
自治体担当者
の活動費
還暦式等の
開催運営費
外部委託費
健康増進プログラム実施に伴う医療費・介護費抑制
事前の自己決定・社会貢献活動に伴う住民サービス抑制
ソーシャルビジネス・開業による税収増・経済効果
認知症患者発生低下に伴う見守り・後見関連費用低下
協賛企業
地元企業
からの
協賛金
initial running
フォローアップ
式等運営費
モニタリング
コスト
協賛企業
地元企業
からの
運営収入
毎年、プロジェクト実施に伴う行政負担・経済効果のモニタリングを実施
（５年後、１０年後等長期的な累積負担コストの軽減を検証）
当初予算
実績
コスト圧縮効果
収入
支出
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本人
５．持続可能な社会の実現に向けて
福祉×金融によるＳＤＧｓ推進 －互恵関係にある金融機関と行政・福祉
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地域福祉に関する包括的な協定
（高齢者見守り・地域連携）
見守り家族会議
後見預金
相続・遺言相談
家族信託の提案
任意後見の提案
各種福祉サービス
の提供・日常生活
自立支援事業
各種市民活動支援
設立主導
活動連携
設立運営
サポート
互恵関係
家族・相続人 地域資源
活動参加生活支援
ヒト
カネ 生活情報
金融
情報
自治体・社協金融機関
後見ニーズ
の発見
金融ニーズ
の発見
狙い・メリット
相続承継ビジネス
コスト・リスク低減
地域経済の活性化
狙い・メリット
地域福祉の増進
住民活動の活性化
社会保障費の抑制
生活支援・後見法人
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民間企業自治体
金融機関
５．持続可能な社会の実現に向けて
民間財源の活用 －寄付・遺贈による持続可能な地域活動の実現
26
寄付寄付
地域後見サポート基金
要支援の高齢者・障害者 地元の住民・生活者
善意に基づく
寄付遺贈等
の直接支援
寄付付き商品
消費購買等
の間接支援
日常生活支援・成年後見福祉サービス提供 生活サービス提供
活動支援活動支援
資金仲介
生活支援・後見法人
本人
資金助成
地域住民
基金設立の趣旨
●お金がないから後見人は不要という人をなくす
●第三者監督機関の設置等、基金運営を透明化
基金の活用方法
●支援員への報酬や後見法人の活動資金に充当
●社協や後見NPO等連携する後見法人への助成
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